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１ 計画策定の意義 
快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に支えら

れていた社会経済・ライフスタイルを見直し、「循環型社会」を形成していく必要がある。その

ためには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重

要である。 
本市においても、この「循環型社会」の実現へ向け、廃棄物のリデュース（排出抑制）、リユ

ース（再使用）、リサイクル（再生利用）といういわゆる「３Ｒ」に、不要なものは買わない、

断るという考え方のリフューズ（発生抑制）を加えた「４Ｒ」を推進し、多くの施策に取組ん

できた。 
このような中で、廃棄物行政を取り巻く環境の変化に対応するため、平成３１年３月に第３

次相模原市一般廃棄物処理基本計画（以下「基本計画」という。）を策定（令和６年３月改定）

し、「ともにつくる 資源循環都市 さがみはら」を基本理念として、市民、事業者、行政がそ

れぞれの役割と責任を十分に認識し、相互に連携・協力しながら、ごみの発生・排出抑制や環

境負荷の低減をめざすこととしている。 
本計画は、こうした状況を踏まえ、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（以下「法」という。）第８条に基づき、一般廃棄物の中で大きな割合を占める容器包装廃

棄物を分別収集し、再資源化を図るため、市民・事業者・行政が一体となって取り組むべき方

針を示したものである。 
また、プラスチック資源循環法（令和４年４月１日施行）に基づき、令和８年１０月から製

品プラスチックをプラスチック製容器包装と併せて「プラスチック資源」として一括して分別

収集し、資源化を図ることで、容器包装廃棄物と一体的にリサイクルを推進する。 
本計画を推進することで、廃棄物減量による最終処分場の延命化、温室効果ガスの削減、資

源の有効利用がなされ、持続可能な循環型社会の形成に寄与するものである。 
 
２ 基本的方向 

本計画は、基本計画が示す次の取組の柱を踏まえて実施する。 
（１）ごみの更なる削減  
   循環型社会への移行を加速するため、「４Ｒ」（ごみの発生抑制・排出抑制・再使用・再生

利用）を更に推し進めたライフスタイルやビジネススタイルの定着をめざす。 
 （２）ごみの適正な処理 

ごみの排出から収集・運搬、処分に至るあらゆる段階において適切な対応が必要であるた

め、廃棄物の種類や排出方法に応じて適正に処理するとともに、環境負荷の低減に努める。 
 （３）ごみゼロに向けた協働の推進 

市民・事業者・行政が自主的に啓発活動や美化活動を実施するとともに連携を強化し、協

働の輪を広げ、ごみを出さない環境づくりを進める。 
 
３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和８年４月を始期とする５年間（令和８年度～令和１２年度）とし、

令和１０年度に見直す。 
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４ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、

茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラスチック製容

器包装を対象とする。また、プラスチック資源循環法に基づき令和８年１０月から製品プラス

チックを分別収集の対象とする。（以下、容器包装廃棄物（うちスチール製容器、アルミ製容器、

ガラス製容器（無色、茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボト

ル、プラスチック製容器包装）及び製品プラスチックを含めた９品目を「容器包装廃棄物等」

という。） 
 
５ 各年度における容器包装廃棄物等の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

（単位：トン） 

 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

容器包装廃棄物 46,942 44,578 43,981 43,385 42,787 

製品プラスチック 677 1,366 1,379 1,391 1,403 
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６ 容器包装廃棄物等の排出の抑制を促進するための方策に関する事項（法第８条第２項第

２号） 
容器包装廃棄物等の排出の抑制を促進するため、次の取組を実施する。なお、実施にあたっ

ては、市民、事業者、行政がそれぞれの立場により役割を分担し、相互に連携・協力を図る。 
 

（１）４Ｒに関する情報発信や環境教育の推進 
市民の取組 事業者の取組 行政の取組 
・「集団資源回収」を通じた地

域での環境教育の推進 
・市との連携によるごみ排出

ルールの周知、環境に関する

ワークショップ等の実施 
・「集団資源回収」への参加 

・ごみ排出ルールの周知・啓

発 
・不動産業者、大学等との連

携によるごみ排出ルールの情

報提供 
・外国人に対するごみ排出ル

ールの周知・啓発 
・地域や学校への出前講座の

実施 
・若年層を対象とした環境教

育の充実 
・ごみ分別アプリ、市ホーム

ページ、動画等の電子媒体を

活用した情報発信の推進 
・環境に配慮した消費活動に

関する情報の提供 
・イベント等における４Ｒの

啓発活動の推進 
・清掃工場や最終処分場の見

学会の実施 
（２）プラスチックごみの削減 
市民の取組 事業者の取組 行政の取組 
・簡易包装、詰め替え商品等の

選択 
・プラスチック製品のスプー

ン・ストロー等の利用削減 
・物を大切に長く使う生活スタ

イルへの転換 
・マイバッグの利用によるレジ

袋の利用削減 
・マイボトルの利用によるペッ

トボトル等の利用削減 
・プラスチック以外の素材を使

用した製品の利用 

・簡易包装の導入の推進 
・容器、包装材等の回収の推

進 
・簡易包装商品やマイバッ

グ・マイボトル利用時の割引

等の取組の推進 
・環境配慮設計や特定プラス

チック製品使用の合理化、化

石資源由来素材から代替素材

への転換など取組の推進 

・マイバッグ、マイカトラリ

ー、マイボトル等の更なる利

用促進 
・レジ袋削減や簡易包装導入

など、事業者への働きかけの

強化 
・不法投棄されたプラスチッ

ク等の環境への影響に関する

情報提供 
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（３）資源化の推進 
市民の取組 事業者の取組 行政の取組 
・ごみ排出ルールに基づく分別

の徹底 
・「集団資源回収」の取組の拡

大 

・資源化が可能な容器や包装材

等の開発・利用の推進 
・容器、包装材等の回収・資源

化の取組の推進 
・バッテリーなどの焼却処理に

適さない廃棄物に関する関連

業界による自主ルートの整備 
・「集団資源回収」への参加 

・使用済小型家電回収ボック

スの効果的な設置の検討 
・事業者による容器、包装材

等の回収・資源化の取組の促

進 
・民間資源物回収拠点情報の

収集・発信の検討 
・家庭から排出される剪定枝

を新たな資源品目とすること

の検討 
・「拡大生産者責任」の考え方

に基づく制度拡充に関する

国、事業者等への働きかけ 
・「集団資源回収」の PR の強

化及び実施団体の支援 
・小型充電式電池の適正排出

及び再資源化の実施 
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物等の種類及び当該容器包装廃棄物等の収集に

係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

本市における最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び市におけるこれまでの

分別収集への取組などを総合的に勘案し、分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄の

ように定める。 
また、市民の協力度、中間処理を委託する民間事業者の施設、収集体制、収集機材等を勘案

し、収集に係る分別の区分を下表右欄のとおりとする。 
プラスチック資源循環法に基づく製品プラスチックについては、令和８年１０月からプラス

チック製容器包装と一括して、収集するものとする。 
 
 

分別収集をする容器包装廃棄物等の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 
主としてアルミ製の容器 

かん類 

 
主として         無色のガラス製容器 
ガラス製の        茶色のガラス製容器 
容器           その他のガラス製容器 

びん類 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの（原

材料としてアルミニウムが利用されているものを除く。） 
紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 紙製容器包装 

主としてポリエチレンテレフタレート製の容器であって

飲料、しょうゆ等を充てんするためのもの 
ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外の

もの 
プラ製容器包装  

プラスチック資源循環法に基づき分別収集するもの プラスチック資源 
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８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチックの量の

見込み（法第８条第２項第４号） 
（単位：トン） 

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

1,593 1,512 1,436 1,362 1,292

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

1,046 1,004 963 923 885

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

991 950 912 874 838

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

1,849 - - - - - - - -

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

1,596 1,579 1,562 1,544 1,527

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

6,766 6,830 6,893 6,954 7,013

（引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量) （引渡量） （独自処理量)

677 1,366 1,379 1,391 1,403

54

6,881 6,808 6,735 6,660 6,584

59 58 57 55

令和１２年度令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

（合計）

6,766 6,830 6,893 6,954 7,013

（合計） （合計） （合計） （合計）

（合計）

1,596 1,579 1,562 1,544 1,527

（合計） （合計） （合計） （合計）

（合計）

1,849 - - - -

（合計） （合計） （合計） （合計）

（合計） （合計）

950 912 874 838

（合計） （合計）

（合計） （合計）

1,004 963 923 885

（合計） （合計）

（合計）

1,593

（合計） （合計）

1,512 1,436 1,362 1,292

（合計） （合計）

主としてポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）製の容器
であって飲料又はしょうゆそ
の他主務大臣が定める商品を

充てんするためのもの

主としてプラスチック製の容
器包装であって上記以外のも

の

無色のガラス製容器

茶色のガラス製容器

製品プラスチック（プラス
チック資源循環法に基づく分

別収集物）

（合計）

1,046

その他のガラス製容器

主として紙製の容器包装で
あって上記以外のもの

主として紙製の容器であって
飲料を充てんするためのもの
（原材料としてアルミニウム
が利用されているものを除

く。）

主として段ボール製の容器

（合計）

991

主としてスチール製の容器

主としてアルミ製の容器

421 375 333 296 263

1,043 1,022 1,001 980 959

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計）

677 1,366 1,379 1,391 1,403

※紙製容器包装は、令和８年１０月から雑誌・雑がみ等と併せて「ミックスペーパー」として

収集を実施するため、本計画上の記載は令和８年９月までの推計量とする。 
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× × 

９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量、容器包装リサ

イクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量及び製品プラスチックの量の見

込みの算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※１ 製品プラスチックの収集実績は本格実施前となるため、プラスチック製容器包装の

実績数値に対する製品プラスチックの推計割合を乗じて算出 
 
※２ 令和３年度から令和５年度までの収集実績の増減率から算出 
 

※３ 令和２年国勢調査に基づく人口推計から算出 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計人口（令和２年国勢調査ベース） 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

727,908 人 

（対前年度比） 

99.98％ 

727,544 人 

（対前年度比） 

99.95％ 

726,958 人 

（対前年度比） 

99.92％ 

726,140 人 

（対前年度比） 

99.89％ 

725,087 人 

（対前年度比） 

99.85％ 

特定分別基準適

合物ごとの量及

び容器包装リサ

イクル法第２条

第６項に規定す

る主務省令で定

める物の量及び

製品プラスチッ

クの量の見込み 

直近年度（令

和６年度）の

分別基準適

合物等の収

集実績（※

１） 

増減傾向

（※２） 
人口増減率

（※３） ＝ 



 
8 

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 
容器包装廃棄物等の種類に応じ、下表のとおり分別収集を実施する。なお、分別収集は、

市が資源回収業者に委託して行う。 
 

容器包装廃棄物等の 
種  類 

収集に係る 
分別の区分 収集・運搬段階 選別・保管等 

段    階 

か

ん 

スチール 
かん類 

委託事業者による

定期回収（週１回） 
委託事業者 

アルミ 

び

ん 

無色のガラス 

びん類 茶色のガラス 

その他のガラス 

紙 

飲料用紙製容器 紙パック 

段ボール 段ボール 

その他の紙製 
容器包装 紙製容器包装 

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク 

ペットボトル ペットボトル 

プラスチック製 
容器包装 

プラ製 
容器包装 

 

製品プラスチック 
プラスチック 

資源 

※かん類、びん類、紙パック及び段ボールについては、引き続き集団資源回収を実施する。 
※製品プラスチックはプラスチック資源循環法に基づき、令和８年１０月からプラスチック

製容器包装と一括して「プラスチック資源」として分別収集を実施する。 
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１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 
分別収集する容器包装廃棄物等の選別・圧縮・保管等については、市が中間処理を委託する

民間事業者の施設で行う。 
 

 

 

収集に係る 

分別の区分 
収集容器 収 集 車 中間処理 

スチール 

かん類 

透明又は半透明

の袋 

パッカー車 

又は 

平ボディ車 

市の委託処理施

設（選別・圧縮・

保管施設） 

アルミ 

無色のガラス 

びん類 茶色のガラス 

その他のガラス 

飲料用紙製容器 紙パック ひもでしばる 

段ボール 段ボール ひもでしばる 

その他の紙製容器包
装 

紙製    

容器包装 

ひもでしばるか、

紙袋に入れて 

ひもでしばる 

ペットボトル 
ペット 

ボトル 

透明又は半透明

の袋 

プラスチック製容

器包装 

プラ製容

器包装 
 

製品プラスチック 
プラスチック 

資源 

 
１２ その他容器包装廃棄物等の分別収集の実施に関し重要な事項 
・地域におけるごみの減量化・資源化を図るため、各自治会に廃棄物減量等推進員を設置し、市

と地域のパイプ役を担ってもらうとともに、地域の実情に応じた積極的かつ自主的な活動を推

進する。 

・製品プラスチックはプラスチック資源循環法に基づき、令和８年１０月からプラスチック製容

器包装と一括して「プラスチック資源」として分別収集を実施する。 
・紙製容器包装は令和８年１０月から雑誌・雑がみ等と併せて「ミックスペーパー」として収集

を実施する。 


